
決 算 公 告

　 ２０２４ 年 ４ 月  １ 日から

 　２０２５ 年 ３ 月 ３１日まで

ボンドエンジニアリング株式会社

第 ２４ 期



貸　   借　   対　   照　   表

 （ ２０２５ 年 ３ 月 ３１ 日現在  ）

　　（単位：千円）

　　金　　額 　　金　　額

  

9,144,538 3,217,406

193,610 314,657

128,650 636,534

220,035 1,094,902

1,038,865 30,843

7,503,495 182,731

37,353 11,227

2,916 146,919

1,538 19,140

895 305,691

16,602 79,484

－ 215,134

576 166,806

13,100

234

1,193,493 262,153

930,810 262,153

建 物 ・ 構 築 物 291,295

機 械 装 置 ・ 運 搬 具 89,151

工 具 器 具 ・ 備 品 19,570 3,479,559

土 地 530,794

リ ー ス 資 産 － 6,858,151

100,000

18,665 60,000

ソ フ ト ウ エ ア 17,498 60,000

電 話 加 入 権 1,167

6,698,151

244,017 27,000

投 資 有 価 証 券 42,685 6,671,151

会 員 権 0 2,960,000

差 入 保 証 金 13,308 3,711,151

破 産 更 生 債 権 等 －

長 期 前 払 費 用 11,844 321

繰 延 税 金 資 産 176,178 321

貸 倒 引 当 金 －

6,858,472

10,338,032 10,338,032
(注)　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

未 払 費 用

そ の 他 資 本 剰 余 金

負 債 ・ 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

退 職 給 付 引 当 金

材 料 貯 蔵 品

未 成 工 事 支 出 金

前 払 費 用

未 収 入 金

Ｔ Ｍ Ｓ 預 け 金

仮 受 金

固 定 負 債

支 払 手 形

未 払 金

利 益 準 備 金

〔 純 資 産 の 部 〕

0

負 債 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 金

利 益 剰 余 金

科 目

〔 負 債 の 部 〕

電 子 記 録 債 務

工 事 未 払 金

未 成 工 事 受 入 金

役 員 賞 与 引 当 金

賞 与 引 当 金

別 途 積 立 金

買 掛 金

預 り 金

関 係会 社短 期借 入金

未 払 法 人 税 等

繰 越 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

未 払 消 費 税

株 主 資 本

資 産 合 計

流 動 負 債

工 事 未 収 入 金

科 目 金 額金 額

電 子 記 録 債 権

〔 資 産 の 部 〕

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

完 成 工 事 未 収 入 金

仮 払 金

投 資 そ の 他 の 資 産



個別注記表

重要な会計方針

１． 資産の評価基準および評価方法

（１） 有価証券の評価基準および評価方法

市場価格のない株式等以外のもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

（２） 棚卸資産の評価基準および評価方法

材料貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

未成工事支出金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法（貸借対照表については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２． 固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定　率　法

ただし、１９９８年４月１日以降に新規に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに２０１６年４月１日以降に

取得した建物附属設備および構築物については、定額

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　建物・構築物･････････････････････････････１５年から３８年

　　　機械装置・運搬具･･･････････････４年から７年

　　　工具器具・備品･･･････････････２年から２０年

（２） 無形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定　額　法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

（３） 長期前払費用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定　額　法

３． 引当金の計上基準

（１） 貸倒引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

（２） 賞与引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額基

準により計上しております。

（３） 役員賞与引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当

事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年

度に見合う額を計上しております。

（４） 退職給付引当金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務見込額に基づき、当事業年度末に

発生している額を計上しております。

４． 収益及び費用の計上基準

　工事事業に係る収益は、顧客との工事請負契約に基づいて、建築工事を行う履行義務を負っております。

当該履行義務は一定の期間にわたり充足される履行義務であり、工事の進捗に応じて充足されるため

工事の進捗度に応じて収益を計上しております。なお、進捗度の測定は、主として発生原価に基づく

インプット法によっております。

収益認識に関する会計基準等の適用


